
中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱  

 

 

（趣旨） 

第１条 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金（以下「補助金」という。）は、

予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、広島県補助金等交

付規則（昭和４８年広島県規則第９１号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、こ

の要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、県内中小企業等が登録人材紹介会社の職業紹介等を活用し、プロフェ

ッショナル人材を採用し、又は副業・兼業人材を活用した場合に要する経費の一部を県が補

助することにより、県内中小企業等のプロフェッショナル人材の確保を支援し、県内中小企

業等の新事業展開等の新たな成長を促進して県内産業を活性化することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において「補助事業者」とは、中小企業、中堅企業又は組合等のいずれかに

該当する者をいう。 

２ この要綱において「中小企業」とは、次のいずれかに該当するものであって、県内に本社

又は本店を置く者をいう。 

(1) 資本の額又は出資の総額が３億円（小売業又はサービス業を主たる事業とする者にあ

っては５，０００万円、卸売業を主たる事業とする者にあっては１億円）以下の会社並

びに常時使用する社員の数が３００人（小売業を主たる事業とする者にあっては５０

人、卸売業又はサービス業を主たる事業とする者にあっては１００人）以下の会社 

(2) 資本の額又は出資の総額がその業種ごとに中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政

令第３５０号）第１条第２項で定める金額以下の会社並びに常時使用する社員の数がそ

の業種ごとに施行令で定める数以下の会社 

(3) 医業を主たる事業とする法人であって、常時使用する社員の数が３００人以下の者

（(1)及び(2)に掲げる者を除く。） 

３ この要綱において「中堅企業」とは、資本金１０億円以下又は従業員９９９人以下の会社

（前号に規定する中小企業を除く。）であって、県内に本社又は本店を置く者をいう。 

４ この要綱において「組合等」とは、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促

進に関する法律（平成２０年法律第３８号）第２条第１項第６号から第８号に規定する組合

等若しくは経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行令

（令和４年政令第３９４号）第５条第２項第９号及び第１０号に規定する組合等又は一般社

団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）第２条第１項第１号に規

定する一般社団法人等であって、県内に主たる事務所を置くものいう。 

５ この要綱において「大企業」とは、中小企業及び中堅企業を除く会社をいう。 

６ この要綱において「プロフェッショナル人材」とは、専門的な技術や免許資格、知識や技

能を有し、直近の就業先が県外に本社若しくは本店を置く法人、県内に本社若しくは本店を

置く大企業又は国である者をいう。 

７ この要綱において「副業・兼業人材」とは、専門的な技術や免許資格、知識や技能を有

し、県外在住で、業務委託契約に基づき、職務や期間を限定して業務に従事する者をいう。 

８ この要綱において「登録人材紹介会社」とは、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号。

以下「法」という。）第３０条に規定する有料職業紹介事業者で、知事が別に定める基準に

より登録を受けた事業者をいう。 

９ この要綱において「職業紹介等」とは、法第４条第３項に規定する有料職業紹介、民間企

業が行うインターネットによる求人情報・求職者情報の提供又は副業・兼業人材の紹介をい
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う。 

10 この要綱において「インターネットによる求人情報・求職者情報の提供」とは、情報提供

事業者がホームページ上で求人情報又は求職者情報（事業所名、所在地、氏名、住所等個別

の求人者又は求職者を特定できる情報を含む。）を求職者又は求人者の閲覧に供することを

いう。 

  なお、これと併せて、応募又は勧誘のための電子メールの作成及び送信のための便宜を提

供する等求職者又は求人者のための付加的なサービスを提供することを含む。 

  ただし、次のいずれかに該当するものを除く。 

(1) 提供される情報の内容又は提供相手について、あらかじめ明示的に設定された客観的

な検索条件に基づくことなく情報提供事業者の判断により選別・加工を行うもの。 

(2) 情報提供事業者から求職者に対する求人情報に係る連絡又は求人者に対する求職者情

報に係る連絡を行うもの。 

(3) 求職者と求人者との間の意思疎通を情報提供事業者のホームページを介して中継する

場合に、当該意思疎通のための通信の内容に加工を行うもの。 

(4) (1)から(3)のほか、情報提供事業者による宣伝広告の内容、情報提供事業者と求職者

又は求人者との間の契約内容等から判断して、情報提供事業者が求職者又は求人者に求人

又は求職者をあっせんするものであり、インターネットによる求人情報・求職者情報の提

供がその一部として行われているもの。 

11 この要綱において「採用」とは、補助事業者がプロフェッショナル人材と双方の合意に基

づいて次の条件を満たす雇用契約又は委任契約（契約の内定を含む。以下同じ。）を締結

し、就業を開始させることをいう。 

(1) 雇用契約にあっては、契約期間は期間の定めのないもの又は３か月以上の期間の定め

があって、期間の定めのない雇用の採否を判断するためのものであること。 

(2) 雇用契約にあっては、健康保険及び厚生年金保険の適用があること。 

(3) 雇用契約にあっては、(2)の規定にかかわらず、職業安定法施行規則（昭和２２年労働

省令第１２号。以下「施行規則」という。）第２０条第２項に規定する経営管理者に相当

する者については、雇用保険の適用があること、又は採用先での従事日数が正規従業員の

月間所定労働日数の２分の１以上であること。 

(4) 委任契約にあっては、採用先での従事日数が正規従業員の月間所定労働日数の２分の

１以上であること。 

(5) 知事が別に定める報酬が見込まれるものであること。 

12 この要綱において「人材紹介手数料」とは、次のいずれかをいう。 

(1) 有料職業紹介にあっては、法第３２条の３第１項各号に規定する手数料をいう（施行

規則第２０条第１項別表に掲げる第二種特別加入保険料に充てるべき手数料を除く。）。 

(2) インターネットによる求人情報・求職者情報の提供にあっては、知事が別に定める成

功報酬型の手数料をいう。 

13 この要綱において「プロフェッショナル人材採用事業」とは、登録人材紹介会社の職業紹

介等を利用して、プロフェッショナル人材を採用することをいう。 

14 この要綱において「副業・兼業人材活用事業」とは、登録人材紹介会社の職業紹介等を利

用して、副業・兼業人材を活用することをいう。 

 

（補助金の対象となる事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、別表１のとおりとする。ただし、補助事業者が採

用したプロフェッショナル人材又は業務委託契約に基づき活用した副業・兼業人材が、事業

主、取締役又は監査役の３親等以内の親族である場合、対象としない。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表１のとおりとする。 
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２ 前項の補助対象経費には消費税額及び地方消費税額は含まれないものとする。 

３ 施行規則別表に規定する紹介手数料について、同表のかっこ書きに記載する徴収方法で徴

収された場合は、精算の措置を講じた後の額を補助対象経費とする。 

４ 補助事業者への補助回数は、次のいずれかとする。 

(1) プロフェッショナル人材採用事業にあっては、県の１会計年度を通じて１社につき３

回限りとし、平成 28 年度から通算６回を限度とする。ただし、採用者を必要とする新事

業展開等の内容が、補助事業者の IT・デジタル化に資するものである場合、平成 28 年度

からの通算回数には含めない。 

(2) 副業・兼業人材活用事業にあっては、県の１会計年度を通じて１社につき３回限りと

する。 

 

（補助額） 

第６条 補助金の額は、別表１のとおりとし、予算の範囲内において支出する。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第７条 規則第３条第１項の規定により提出する申請書の様式は、別記様式第１号のとおりと

し、その提出期限は、知事が別に定める期日とする。 

２ 規則第３条第１項第４号の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、

次のとおりとする。 

(1) 補助金交付申請日前３か月以内に法務局で発行された補助金の交付の申請をしようと

する者（以下「申請者」という。）の履歴事項全部証明書（原本） 

(2) 補助金交付申請日前３か月以内に県税事務所で発行された申請者の県税納税証明書

（県税及び地方法人特別税について滞納がないこと）（原本） 

(3) 会社概要（パンフレットなど会社の活動の概要が分かるもの） 

(4) 登録人材紹介会社の職業紹介等の事業に申請者が申込みをしたことを証する書類（契

約書、申込書等の写し） 

(5) 雇用契約若しくは委任契約又は業務委託契約を証する書類（契約書等の写し） 

(6) 知事へ個人情報を提供することについて、契約をしたプロフェッショナル人材（以下

「採用者」という。）又は活用する副業・兼業人材の同意書の写し 

(7) 採用者又は活用する副業・兼業人材の履歴書及び職務経歴書 

(8) 採用者の直近の就業先の本社所在地がわかる書類（会社パンフレット、ホームページ

等の写し）（プロフェッショナル人材採用事業に限る。） 

(9) 過去３年分の貸借対照表、損益計算書等の決算書類（ただし、設立３年に満たない申

請者においては、知事が別途定める書類） 

(10) 就業規則（プロフェッショナル人材採用事業に限る。） 

(11) 賃金規程（プロフェッショナル人材採用事業に限る。） 

(12) その他知事が必要と認める書類 

 

 （交付決定の通知） 

第８条 規則第４条第１項の規定による補助金の交付の決定は、補助金交付決定通知書により

行うものとする。 

 

（交付の条件） 

第９条 規則第５条第１項の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(1) 補助事業の内容の変更（別表２に掲げる軽微な変更を除く。）をする場合においては、

知事の承認を受けること。 
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(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

２ 補助事業者は、前項各号の承認等を受けようとする場合には、第１号又は第２号の場合に

ついては別記様式第２号による承認申請書を、第３号の場合については別記様式第３号に 

よる遅延等報告書を知事に提出するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期間は、規則第６

条の規定による通知を受けた日から起算して２０日以内又は県の当該会計年度の３月３１日

のいずれか早い日とし、別記様式第４号による取下届出書を知事に提出するものとする。 
 

（実績報告） 

第１１条 規則第１２条の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第５号のとおり

とし、その提出期限は、補助事業が完了した日若しくは補助事業の中止若しくは廃止の承認

を受けた場合にあっては当該承認を受けた日から起算して３０日を経過した日又は補助事業

が完了した日の属する県の当該会計年度の翌会計年度の４月５日のいずれか早い日とする。

なお、規則第１２条の規定により、補助金の交付の決定に係る県の会計年度が終了した場合

も、交付の決定を受けた会計年度の翌会計年度の４月５日までに実績報告を行う必要がある。 

２ 規則第１２条の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は、次のと

おりとする。 

(1) 補助対象経費を支払ったことを証する書類 

(2) 雇用契約にあっては、採用者が入社したことを証する書類（健康保険証等の写し。た

だし、第３条第１１項第３号に該当する者のうち、雇用保険の適用となった者を採用し

た場合は、これを証明するもの） 

(3) 委任契約にあっては、履歴事項全部証明書（採用者の就任登記が分かるもの） 

(4) 業務委託契約にあっては、業務完了報告書（当該業務委託契約が完了したことを証す

る書類） 

(5) その他知事が必要と認める書類 

３ この要綱において、補助対象経費の支払の完了をもって補助事業の完了とする。 

 

（補助金等の交付） 

第１２条 補助金は、規則第１５条の規定による補助金の額の確定後に交付するものとし、補

助事業者は、別記様式第６号により補助金の交付を請求するものとする。 

 

（就業等状況の報告） 

第１３条 プロフェッショナル人材採用事業の補助事業者は、採用者について、採用後１年を

経過する日又は契約期間が満了（期間の定めのない雇用に移行した場合を除く。）する日のい

ずれか早い日現在の就業等状況を別記様式第７号により同日から起算して３０日以内に知事

に報告すること。 

２ プロフェッショナル人材採用事業の補助事業者は、前項の書類を提示する時にあって、第

３条第１１項第３号に該当する者のうち、雇用保険の適用とならない者又は委任契約により

に採用した者については、別記様式第８号を添付すること。 

３ プロフェッショナル人材採用事業の補助事業者は、契約期間が満了した場合を除いては、

採用者が入社後１年以内に退職（解雇、退任等を含む。以下同じ。）したときは、速やかに別

記様式第９号により知事に報告を行うこと。 

４ 知事は、前項の場合において、プロフェッショナル人材採用事業の補助事業者が登録人材

紹介会社から人材紹介手数料の返還を受けたときは、当該返還を受けた人材紹介手数料のう
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ち補助金相当額の返還を命ずることができるものとする。 

 

（帳簿等の保存期間） 

第１４条 規則第２１条の規定による帳簿及び書類を保存しなければならない期間は、補助事

業の完了の日から起算して１０年を経過した日の属する県の会計年度の末日までとする。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

 

   附 則 

 １ この要綱は、平成２７年７月２３日から施行する。 

 

 ２ この要綱による補助金申請は、平成２８年２月２９日までのものに限るものとする。な

お、平成２８年度以降の予算措置がなされた場合は、この限りではない。 

 

 ３ この要綱は、平成２７年１０月１日から施行し、平成２７年１０月１日以後に交付を申

請した補助金から適用する。 

 

 ４ この要綱は、平成２８年３月１５日から施行し、平成２８年４月１日以後に交付決定さ

れた補助金から適用し、平成２８年２月２９日以前に交付を申請した補助金については、

なお従前の例による。 

 

 ５ この要綱は、平成３０年３月１５日から施行し、平成３０年４月１日以後に交付決定さ

れた補助金から適用する。ただし、同日までに交付決定された補助金については、なお従

前の例による。 

 

 ６ この要綱は、平成３１年３月１５日から施行し、平成３１年４月１日以後に交付決定さ

れた補助金から適用する。ただし、同日までに交付決定された補助金については、なお従

前の例による。 

 

 ７ この要綱は、令和２年３月１７日から施行し、令和２年４月１日以後に交付決定された

補助金から適用する。ただし、同日までに交付決定された補助金については、なお従前の

例による。 

 

 ８ この要綱は、令和３年３月２６日から施行し、令和３年４月１日以後に交付決定された

補助金から適用する。ただし、同日までに交付決定された補助金については、なお従前の

例による。 

 

９ この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 

 

10 この要綱は、令和４年３月２５日から施行し、令和４年４月１日以後に交付決定された

補助金から適用する。ただし、同日までに交付決定された補助金については、なお従前の

例による。 

 

11 この要綱は、令和５年３月７日から施行し、令和５年４月１日以後に交付決定された補

助金から適用する。ただし、同日までに交付決定された補助金については、なお従前の例
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による。また、公用文の一部改正については、令和５年５月１日から施行する。 

 

 

12 この要綱は、令和５年１０月３日から施行し、令和５年１０月３日以後に交付決定され

た補助金から適用する。ただし、施行日の前日までに交付決定された補助金については、

なお従前の例による。 
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別表１ 

事 業 プロフェッショナル人材採用事業 副業・兼業人材活用事業 

補助金の

交付の対

象となる

事業 

補助事業者が新事業展開等のため、登

録人材紹介会社の職業紹介等を利用する

手法により、プロフェッショナル人材を

採用し、補助対象経費を支払う事業 

 

※ 次のすべてを満たす事業であること 

① プロフェッショナル人材の採用は、

当該年度に行われること 

② 補助対象経費の支払いは、当該年度

に完了すること 

補助事業者が新事業展開等のため、登

録人材紹介会社の職業紹介等を利用する

手法により、副業・兼業人材を活用し、補

助対象経費を支払う事業 

 

※ 次のすべてを満たす事業であること 

① 副業・兼業人材の活用は、当該年度に

開始し、当該年度又は翌年度に終了す

ること 

② 補助対象経費の支払いは、当該年度

又は翌年度に完了すること 

補助対象

経費 

補助事業者が登録人材紹介会社に支払

う人材紹介手数料 

補助事業者が登録人材紹介会社と締結

した業務委託契約※に基づいて支払う業

務委託料 

※ 次のすべてを満たす業務委託契約で

あること 

① １名当たりの業務委託料の額が 150

万円以上であること 

② １名当たりの業務委託契約期間が３

か月以上であること 

補助額 

・補助率：補助対象経費の２分の１ 

・補助額：申請１回当たり上限 100 万円 

・補助率：補助対象経費に 100 分の 35（業

務委託契約において、人材紹介手数料

に相当する率が定められている場合

は、その率）を乗じて得た額の２分の１ 

  ただし、業務委託契約において、人材

紹介手数料に相当する額が定められて

いる場合は、その額の２分の１ 

・補助額：申請１回当たり上限 50 万円 

 

別表２ 軽微な変更 

区 分 軽 微 な 変 更 の 内 容 

事業の内容の変更 

第７条の規定により提出する補助事業計画書に記載の内容が、

補助事業の目的達成に支障を来すおそれのない、事業計画の細部

の変更をする場合 
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様式第１号 

 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

（申請者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

令和  年度中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第７条第１

項の規定により、次のとおり補助金の交付を申請します。 

 
１ 事業名（該当するものに○を記入） 

 プロフェッショナル人材採用事業   副業・兼業人材活用事業 

 

２ 補助事業の目的及び内容 

  補助事業計画書（別紙）※のとおり 

 

３ 補助交付申請額等 

（１）補助対象経費                  円 

（２）補助金交付申請額                円 

 

４ 添付資料 

（１）補助金交付申請日前３か月以内に法務局で発行された補助金の交付の申請をしようとす

る者（以下「申請者」という。）の履歴事項全部証明書（原本） 

（２）補助金交付申請日前３か月以内に県税事務所で発行された申請者の県税納税証明書（県

税及び地方法人特別税について滞納がないこと）（原本） 

（３）会社概要（パンフレットなど会社の活動の概要が分かるもの） 

（４）登録人材紹介会社の職業紹介等の事業に申請者が申込みをしたことを証する書類（契約

書、申込書等の写し） 

（５）雇用契約、委任契約又は業務委託契約を証する書類（契約書等の写し） 

（６）知事へ個人情報を提供することに対する採用者の同意書の写し 

（７）採用者又は活用する副業・兼業人材の履歴書及び職務経歴書 

（８）採用者の直近の就業先の本社所在地がわかる書類（会社パンフレット、ホームページ等

の写し）（プロフェッショナル人材採用事業のみ） 

（９）過去３年分の貸借対照表、損益計算書等の決算書類（ただし、設立後３年に満たない申

請者においては、知事が別途定める書類） 

（10）就業規則（プロフェッショナル人材採用事業のみ） 

（11）賃金規程（プロフェッショナル人材採用事業のみ） 

（12）その他知事が必要と認める書類 

 

※ 事業区分に応じて作成してください。 
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別紙１ 

補助事業計画書（プロフェッショナル人材採用事業） 
 

申請者の概要 

(1) 会社名： 

(2) 本社所在地（電話番号）： 

(3) 資本金： 

(4) 従業員数： 

(5) 業種及び主な取扱品目： 
 

採用者を 
必要とする 

新事業展開等の 
概要 

該当する項目すべてに〇印を記入すること 

 ア 新規事業展開 

 イ 海外事業展開 

 ウ 企業のマネジメント力向上 

 エ 生産性向上 

 オ IT・デジタル化に資する取組 

 カ その他（                       ） 

１ 概ね５年間の新事業展開等計画 
（※別紙にて記載可。様式自由。用紙の大きさはＡ４） 

【自社の現状と課題】（新事業展開等の必要性） 
 
 
 
 
 
 
 
【新事業展開等における今後の事業計画】 

 
 
 
 
 
 
 
 
【具体的な到達目標】（目指すべき姿） 

 
 
 
 
 
 
 
２ 新事業展開等のために必要な採用者の知識、経験等  
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３ 採用者の具体的な活用方法、従事予定の業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 採用者の新事業展開等における到達目標（具体的な数値目標等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

採用者の 
直近の就業先 

該当する項目に〇印を記入すること 

 ア 県外に本社若しくは本店を置く法人 
 （本社若しくは本店所在地：        都・道・府・県） 

 イ 県内に本社若しくは本店を置く大企業 

 ウ 国 

契約（契約の内定
を含む。）をした 
プロフェッショナル 
人材（採用者）の 

概要 

(1) 氏名： 

 

(2) 住所： 

 

(3) 契約年月日：令和  年  月  日 

 

(4) 就業開始予定年月日：令和  年  月  日 

 

(5) 採用契約の種類 

  採用契約の種類（雇用契約・委任契約の別）に応じて、該当する項目に
○印又は日数を記入すること。 

   

（ ）雇用契約 （ ）委任契約 

① 契約期間 
 定めなし 

① 採用後６月間の従
事日数が正規従業員
の所定労働日数の２
分の１以上 

 有  ３か月以上 

② 健康保険・
厚生年金 

 有 

 無 

 無 
③ 雇用保険 

※②が「無」の
場合に記入 

 有 

 無 

④ ③が「有」の場合に日数記入 

採用後６月間の 

従事日数：   日 

正規従業員の所定労働日数： 日 

② ①が「有」の場合に日数記入 

採用後６月間の 

従事日数：   日 

正規従業員の所定労働日数： 日 
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(6) 採用後の役職・配属予定部署： 
   （配属予定部署の所在地：           ） 

 

(7) 職種： 

 

(8) 割増賃金の基礎となる賃金又は報酬等（月額）：          
円 

割増賃金の基礎となる賃金又は報酬等（内訳） 支給額 

 円 

 円 

 円 

月額合計額 円 

 

(9) 人材紹介手数料の算出根拠となる 

 採用後１年間の報酬支払見込み額：               円 
 

利用した 
登録人材 
紹介会社 

 

人材紹介 
手数料支払 
予定日 

令和    年     月     日（予定）   

補助対象経費 
（Ａ） 

（人材紹介 
手数料支払 
予定額） 

                               円 
※消費税及び地方消費税額を除くこと 

補助金交付 
申請額 

（(A)／２） 
                               円 
※補助限度額１００万円、千円未満切捨てとすること 

早期離職の有無 
及び再発防止策 

平成２８年度以降、この補助金の対象となったプロフェッショナル人材採
用事業において、採用後１年以内の退職の有無 

有・無（いずれかを○で囲むこと） 
 
（「有」の場合、再発防止策） 
 
 
 
 
 
 

※ 必要に応じて適宜、行を追加してください。 

 

 

  



12 

別紙２ 

補助事業計画書（副業・兼業人材活用事業） 
 

申請者の概要 

(1) 会社名： 

(2) 本社所在地（電話番号）： 

(3) 資本金： 

(4) 従業員数： 

(5) 業種及び主な取扱品目： 
 

副業・兼業人材
を必要とする 
新事業展開等の 

概要 

該当する項目すべてに〇印を記入すること 

 ア 新規事業展開 

 イ 海外事業展開 

 ウ 企業のマネジメント力向上 

 エ 生産性向上 

 オ IT・デジタル化に資する取組 

 カ その他（                       ） 

１ 概ね５年間の新事業展開等計画 
（※別紙にて記載可。様式自由。用紙の大きさはＡ４） 

【自社の現状と課題】（新事業展開等の必要性） 
 
 
 
 
 
 
 
【新事業展開等における今後の事業計画】 

 
 
 
 
 
 
 
 
【具体的な到達目標】（目指すべき姿） 

 
 
 
 
 
 
 
２ 新事業展開等のために必要な副業・兼業人材の知識、経験等  
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３ 副業・兼業人材の具体的な活用方法、従事予定の業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 副業・兼業人材の新事業展開等における到達目標（具体的な数値目標等） 
 
 
 
 
 
 
 
 

活用する 
副業・兼業人材の 

概要 

(1) 氏名： 

 

(2) 住所： 

 

(3) 契約年月日：令和  年  月  日 

 

(4) 活用開始予定年月日：令和  年  月  日 

 

(5) 活用終了予定年月日：令和  年  月  日 

 

(6) 業務従事するスケジュール（予定） 

 
 

利用した 
登録人材 
紹介会社 

 

業務委託料 
支払予定日 

令和    年     月     日（予定）   

補助対象経費 
（業務委託料） 

（Ａ） 
                               円 
※消費税及び地方消費税額を除くこと 

補助金交付 
申請額 

（(A×0.35)/2） 

                               円 
※補助限度額５０万円、千円未満切捨てとすること 

※申請額の計算 

・(Ａ×0.35)/２ 
・業務委託契約において、登録人材紹介会社に支払う人材紹介手数料に相当
する率が定められている場合は、（Ａ×人材紹介手数料に相当する率）/２ 
・業務委託契約において、人材紹介手数料に相当する額が定められている場
合は、その額の２分の１ 

※ 必要に応じて適宜、行を追加してください。  
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様式第２号 

 

  令和 年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業に係る 

補助事業計画変更等承認申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあったこの補助事業計画の内

容を次のとおり（変更、中止、廃止）したいので、中小企業等プロフェッショナル人材確保支

援事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により、承認を申請します。 

 

１ （変更、中止、廃止）の内容 

 

 

 

 

 

 

２ （変更、中止、廃止）の理由 
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様式第３号 

 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業に係る 

補助事業遅延等報告書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあったこの補助事業計画の遅

延等について、中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第９条第２項

の規定により、次のとおり報告します。 

 

１ 遅延等の内容 

 

 

 

２ 遅延等の原因 

 

 

 

３ 補助事業の完了の予定（補助対象経費の最終支払予定日） 

補助金交付申請時の支払予定日 令和   年    月    日 

当該報告時における支払予定日 令和   年    月    日  
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様式第４号 

 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業 

補助金交付申請取下届出書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあったこの補助金の交付申請

を、次のとおり取り下げることとしたので、中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業

補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

【交付申請の取下理由】 
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様式第５号 
 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業 
に係る補助事業実績報告書 

 
 

令和  年  月  日 
 
 
 広 島 県 知 事  様 
 
 

（補助事業者） 
郵便番号 
住所 
会社名 
代表者役職・氏名             
担当者役職・氏名 
電話番号 

 
 
令和  年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあったこの補助事業を完了し

たので、中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第１１条第１項の規
定により、次のとおり実績を報告します。 
 
１ 事業名（該当するものに○を記入） 

 プロフェッショナル人材採用事業   副業・兼業人材活用事業 

 

２ 補助金額等                               

（１）利用した登録人材紹介会社    ： 

（２）採用したプロフェッショナル人材 
又は活用した副業・兼業人材の氏名 ： 

（３）補助対象経費          ：            円 
   ※消費税額及び地方消費税額を除くこと 

（４）補助金額            ：            円 
 
 
３ 補助事業の完了年月日 
 
 
４ 添付資料 
（１）補助対象経費を支払ったことを証する書類 
（２）雇用契約にあっては、採用者が入社したことを証する書類（健康保険証等の写し。ただ

し、第３条第１１項第３号に該当する者のうち、雇用保険の適用となった者を採用した場
合は、これを証明するもの） 

（３）委任契約にあっては、履歴事項全部証明書（採用者の就任登記が分かるもの） 
（４）業務委託契約にあっては、業務完了報告書（業務委託契約が完了したことを証する書類） 
（５）その他知事が必要と認める書類 
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様式第６号 

 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業に係る 

補助金精算払請求書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあったこの補助事業について、

次のとおり請求します。 

 

 

請 求 額       金              円 

 

 

【内訳】                             

補助金交付決定額

（ａ） 
請求額（b） 

差引額 

(ａ)－(ｂ) 
摘 要 

円 円 円  

 

【口座振込先】 

金融機関名等：       銀行       店 

預 金 種 目 ： 

口 座 番 号 ： 

口 座 名 義 ： 

（カタカナ） 
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様式第７号 

 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金 

就業等状況報告書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年度中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第１３条第

１項の規定により、次のとおり就業等状況の報告を行います。 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

  別紙就業等状況報告書のとおり 
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別紙 

就業等状況報告書 

 

採用者の概要 
(1) 氏名： 
(2) 生年月日（年齢）： 

就業等状況 

(1) 契約年月日： 
(2) 採用年月日： 
(3) 役職 
(4) 勤務先の住所： 
(5) 配置部署： 
(6) 職種： 
(7) 採用後１年間の報酬：          円 
(8) 採用者の具体的な活用内容（業務の内容） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(9) 期間の定めのない雇用に移行しなかった場合は、その理由 
 

 
 

新事業展開等
の現況 

(1) 新事業展開等の状況（今後の予定を含めて記載） 
（※別紙にて記載可。様式自由。用紙の大きさはＡ４） 

 
 
 
 
 
 
(2) 人材を採用したことによる効果 
 
 
 
 
 
 
(3) 採用１年後の目標到達状況 
 
 
 
 
 
 

※ 必要に応じて適宜、行を追加してください。  
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様式第８号 

 

  令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業 

に係る従事実績書 

 

令和  年  月  日 

 

 

広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年度中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第１３条第

２項の規定により、次のとおり報告します。 

 

 

【直近３か月間の従事実績】 

月 日 付 計 

月 

 

日 

月 

 

日 

月 

 

日 

合 計 日 

平 均 日 

 ※直近３か月間の正規従業員の月間所定労働平均日数：    日 
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様式第９号 

 

令和  年度 中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業 

に係る退職報告書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事  様 

 

 

（補助事業者） 

郵便番号 

住所 

会社名 

代表者役職・氏名             

担当者役職・氏名 

電話番号 

 

 

令和  年度中小企業等プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第１３条第

３項の規定により、次のとおり、退職の報告を行います。 

 

 

１ 採用者の氏名 

 

 

２ 入社の年月日 

 

 

３ 退職の年月日 

 

 

４ 退職の理由 

 

 

５ 登録人材紹介会社から返還を受けた人材紹介手数料の額 

             円 

  （返還を受けた人材紹介手数料の額を証する文書の写しを添付すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


